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2.5m以下の場合は，直進を維持する場合と同等の

結果を示し，退避行動が衝突確率を減少させる効

果は認められなかった．  
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        On the large-scale disaster, the power of community disaster management is very important. After the Great East 
Japan earthquake, the community disaster management plan system was started. After making the plan, the 
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１．研究の背景・目的 
 
(1) 研究背景 
 大規模災害では，地域住民による自助・共助が重要な

役割を果たす．1995 年に発生した阪神・淡路大震災では，
倒壊した建物の下敷きになった人のうちの 6 割が，家族
や知人などによって救出されたとの調査結果がある 1)．

今後，わが国では，首都直下や南海トラフを震源とする

大規模地震の発生が懸念されており，地域住民らによっ

て，地震災害に対して備えを進めることは重要である． 
 2014 年には，災害時の自治会活動や平常時の防災対策
について明文化する地区防災計画が誕生し，地域防災力

向上を図るための一ツールとして，今後普及することが

期待されている．齋藤ら 2)は，市区町村の防災担当者へ

のヒアリング調査を通じて，地区防災計画の策定によっ

て期待される成果として，住民のリスク認知，自治会の

防災体制の強化をきっかけとした住民の防災意識向上な

どを挙げている．しかし，このような地区防災計画の策

定を契機として，住民の防災意識の向上を図るだけでな

く，災害時に地区防災計画に基づいて，実効性のある防

災活動がなされることが重要である．計画策定後におい

ても，計画という机上の規約・社会的合意の趣旨を現実

の地域防災力として具現化するために，自治会では平常

時から防災訓練をはじめとして不断の防災対策活動を実

施するとともに，活動効果の自己点検を行っていくこと

が必要である．そのためには，災害時の自治会の防災活

動の実現可能性の現状を評価することが求められる． 
 また，現状評価によって，役員を含めた地区住民に対

して災害時の協力が望まれる活動を明らかにし，協力を

要請することで，より強力な地区防災力の実現に向けた

環境を整備することができる． 
 
(2) 既往研究調査 
 地区防災計画に着目した研究では，石塚ら 3)，畠山ら
4))が地区防災計画と類似する地域コミュニティの防災計

画を提案している．紅谷 5)は，災害時に支援者が被災し

た場合における補償制度の創設が，地区防災計画の策定

を活発化させるとの期待を論じている．大和ら 6)は，中

部地方の沿岸部の津波避難計画の内容の充実度を評価し，

避難計画の内容と策定主体の関連を明らかにしている． 
 地区防災計画に関する研究は，計画の策定手法や地区

防災計画の期待を論じているものが多い．これは，地区

防災計画の制度化から，時間があまり経過していないた

めだと推察される．また大和ら 6)は，地域の津波避難計

画を評価しているものの，計画の内容と策定手法の関連

に留まる．本研究の意義は，地区防災計画を策定した自

治会を対象に，地区防災計画に記載の防災活動について

現状の活動状況を踏まえて定量的に評価することで，今

後の地区防災計画の改善と災害時の対応活動の実現可能

性向上に向けた提言を得る点にある． 
 地域防災力を評価した研究では，岡西ら 7)，郷内ら 8)， 
齋藤ら 9)が，自治会や自主防災組織を対象に評価を実施
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している．既往研究では，防災訓練の参加状況，備蓄状

況，自治会の防災対策活動，平常時のコミュニティ活動

の実施状況などが評価指標に用いられ，これらの状況を

まとめて，地域防災力として評価しているが，それぞれ

の活動状況等の重要度の重み付けは主観的なアンケート

に基づくなど，各活動が地域防災力のパフォーマンスに

与える効果の厳密な意味での定量化は図られていない．

災害時に実効性のある自治会・町内会で防災活動の実現

に向けて，災害時の防災活動のパフォーマンスに着目し

て，地域防災力を評価することが可能ではないかと考え

る． 
 災害対応活動の一つである初期消火活動に関する研究

では，金井ら 10)は大地震時の消火器による初期消火活動

を評価している．中野ら 11)は，可搬ポンプを用いた消火

活動能力を東京都の町丁目単位で評価した．芝ら 12)は，

アンケート調査と初期消火実験を通じて，可搬ポンプを

用いた地域の消火活動体制について要点整理を実施し，

町会における消火活動の実現可能性を評価した． 
 初期消火活動を評価した研究では，シミュレーション

や実験を行うにあたり，人的資源や物的資源といった消

火活動を構成するシナリオや仮定を設けて，消火活動を

構成する要素を整理している．しかし，人的資源や物的

資源の状況が最終的な初期消火活動のパフォーマンスに

及ぼす影響については，十分に構造化されているわけで

はない．したがって，自治会の地域防災力評価において，

災害対応活動能力を構成する要素と事前の防災対策活動

の構造的な関係を整理することによって，災害対応活動

能力をより客観的かつ定量的に評価することができると

思料される． 
 
(3) 研究目的 
 以上の問題意識に基づき，本研究は，①地区防災計画

を策定した自治会の役員と住民対象のアンケート調査に

基づいて，自治会の防災対策の現状を明らかにすること，

②災害対応活動の構成要素に基づいて，災害時の自治会

活動のパフォーマンスを構造的・定量的に評価すること，

により，改善が必要な防災活動を明らかにすることを目

的とする．本研究により，今後の自治会の防災対策の充

実と，地区防災計画の改善による災害対応活動の実現可

能性向上に向けた一助とする． 
 なお，本研究では，地域防災力を「自治会や自主防災

組織が，地震災害時に実施する初期消火や応急救護に代

表されるような対応活動の実現可能性」と定義する． 
 
 
２．研究方法・調査概要 
 
 本研究では，災害対応活動の構成要素の構造化と，住
民を対象とするアンケート調査と活動の実現可能性評価
を実施した．以下に，各調査の概要を述べる． 
 
(1) 災害対応活動の構成要素の構造化 
 災害対応活動について対象災害と対応活動種を設定し，

活動を構成する要素を把握する事を目的に既往研究を調

査を行うとともに，フォルトツリー解析(以降，FTA)を
行い，対応活動と構成要素の関係を論理的に構造化した． 
 本研究では，総務省消防庁が発行する 2017年版の『自
主防災組織の手引』13)や，内閣府(防災担当)が発行する
『地区防災計画ガイドライン』14)を参考に，地震災害に

地域内の被害拡大に重要な役割を果たすと考えられる初

期消火・応急救護活動を対象とする（表 1）． 
 次に，初期消火・応急救護に関する既往研究のうち，

各種実験やシミュレーション，原因調査を実施した論文

と，可搬ポンプ・スタンドパイプの操作マニュアルを調

査し，対応活動の構成要素を把握するとともに，地域防

災活動の実現可能性の評価に向け，FTA によって論理的
に構造化した． 
 
(2) 住民対象のアンケート調査 
 前項で設定した対応活動について，自主防災組織の役

員と住民を対象にアンケート調査を行い，防災対策の充

実状況や活動自信度を評価した．具体的には，自治会や

個人の防災対策活動の実施状況や活動・内容の充実度，

個人の防災活動の自信度の実態を評価した．最後に，災

害対応活動の実現可能性評価を実施し，今後の防災活動

の充実に向けた示唆を得る． 
 調査は，地区防災計画を策定した都道府県・市区町村

のうち，地震災害の切迫性が高く，災害時に地震火災や

建物倒壊が懸念される地域で，防災活動を積極的に取り

組んでいる東京都 A区の a町会で実施した． 
 

表 1 対象とする活動 

 対象活動 
初期消火 ・消火器，可搬ポンプ，スタンドパイプ使用 

・自宅での初期消火・火災抑止 
応急救護 ・救助用資機材(バール・ジャッキ)使用の救助 

・担架による搬送 
・避難行動要支援者の支援 

 
表 2 構成要素 

分類 構成要素の例 

①物 

 資機材を備蓄している 
 資機材が使用できる状態にある 
 資機材を点検している 
 資機材の操作方法を知っている 

②人 
 資機材を使用できる人がいる 
 消火班や救護班などの担当者がいる 
 災害時に現場に参集できる 

③情報 
 情報を収集する 
 防災本部や班員に情報を伝える 
 本部から情報を発信する 

④環境 
 消防水利がある 
 消火栓がある 
 道路が閉塞している 

 
 
３．災害対応活動の構成要素の階層化 

 
 本章では，災害対応活動について対象災害と対応活動

種を設定し，活動の構成要素を把握することを目的に実

施した既往研究調査と，FTA による対応活動と構成要素
の関係の階層化について論じる． 
 
(1) 既往研究調査 
a) 調査概要 
 初期消火・応急救護活動の構成要素を把握することを

目的に，各種実験やシミュレーション，原因調査を実施

した論文，可搬ポンプ・スタンドパイプの操作マニュア

ル等 15)について調査・レビューした．調査した主な論文

は，初期消火関連の論文は，堀内ら 16)，小林 17),18)，矢代
19)，中野ら 11)，応急救護に関する論文は，上田ら 20)，久
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及ぼす影響については，十分に構造化されているわけで

はない．したがって，自治会の地域防災力評価において，

災害対応活動能力を構成する要素と事前の防災対策活動

の構造的な関係を整理することによって，災害対応活動

能力をより客観的かつ定量的に評価することができると

思料される． 
 
(3) 研究目的 
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 前項で設定した対応活動について，自主防災組織の役

員と住民を対象にアンケート調査を行い，防災対策の充

実状況や活動自信度を評価した．具体的には，自治会や

個人の防災対策活動の実施状況や活動・内容の充実度，

個人の防災活動の自信度の実態を評価した．最後に，災

害対応活動の実現可能性評価を実施し，今後の防災活動

の充実に向けた示唆を得る． 
 調査は，地区防災計画を策定した都道府県・市区町村

のうち，地震災害の切迫性が高く，災害時に地震火災や

建物倒壊が懸念される地域で，防災活動を積極的に取り

組んでいる東京都 A区の a町会で実施した． 
 

表 1 対象とする活動 

 対象活動 
初期消火 ・消火器，可搬ポンプ，スタンドパイプ使用 

・自宅での初期消火・火災抑止 
応急救護 ・救助用資機材(バール・ジャッキ)使用の救助 

・担架による搬送 
・避難行動要支援者の支援 

 
表 2 構成要素 

分類 構成要素の例 

①物 

 資機材を備蓄している 
 資機材が使用できる状態にある 
 資機材を点検している 
 資機材の操作方法を知っている 

②人 
 資機材を使用できる人がいる 
 消火班や救護班などの担当者がいる 
 災害時に現場に参集できる 

③情報 
 情報を収集する 
 防災本部や班員に情報を伝える 
 本部から情報を発信する 

④環境 
 消防水利がある 
 消火栓がある 
 道路が閉塞している 

 
 
３．災害対応活動の構成要素の階層化 

 
 本章では，災害対応活動について対象災害と対応活動

種を設定し，活動の構成要素を把握することを目的に実

施した既往研究調査と，FTA による対応活動と構成要素
の関係の階層化について論じる． 
 
(1) 既往研究調査 
a) 調査概要 
 初期消火・応急救護活動の構成要素を把握することを

目的に，各種実験やシミュレーション，原因調査を実施

した論文，可搬ポンプ・スタンドパイプの操作マニュア

ル等 15)について調査・レビューした．調査した主な論文

は，初期消火関連の論文は，堀内ら 16)，小林 17),18)，矢代
19)，中野ら 11)，応急救護に関する論文は，上田ら 20)，久
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田ら 21)，鱒沢ら 22)である． 
b) 構成要素 
 構成要素は，「物」，「人」，「情報」，「環境」に

大別される．「物」は，資機材の対応活動の実現のため

に必要な項目，「人」は活動を行う地域の人的資源に関

する項目，「情報」は活動を行う現場への到達に必要な

情報，「環境」は，地震災害時当日に生じうる災害対応

活動に影響する項目である．構成要素の例を表 2 に示す． 
 
(2) FTAによる構造化 
a) 概要 
 自治会の防災活動と活動の構成要素の関係を論理的に

把握することを目的に，FTA を行った．FTA は，発生す
ることが望ましくない事象を頂上事象に設定し，事象の

発生原因をトップダウン方式で掘り下げるリスク解析手

法の 1つである．本研究で FTAを使用した理由は，①災
害対応活動に影響する項目を網羅的に把握できる，②資

機材に関する項目も含まれていることから，ヒューマン

エラーを考慮して解析できる，以上 2点である． 
 本研究での FTAの手順は，John X.Wangら 23)，真壁 24)の

文献や，構成要素に追加する項目として大久保ら 25)26)を

参考に実施した． 
 頂上事象は，表 1 に記した対応活動の失敗（例：「可
搬ポンプによる初期消火活動に失敗」）と設定し，基本

事象・中間事象は，表 2 に例示した構成要素を設定して
いる．また，地震災害当日に発生する事象（例：停電，

断水）は，未展開事象として設定している．なお，自治

会役員，住民は自主防災組織によって啓発された知識，

技能のみで対応すると仮定し，FTAを実施している． 
b) FTAによる構造化結果 
 本研究では，表 1に示した各活動について FTAを実施
した．本研究は地震災害時に火災と建物倒壊が危惧され

る地域で調査を実施しているため，紙面制限を考慮し，

「可搬ポンプによる初期消火に失敗」，「自宅での初期

消火・火災抑止に失敗」と「救助資機材を用いた救助の

失敗」のフォルトツリー図について説明する．対象とす

る火災は，地震によって生じる火災及び，地震発生後の

通電火災の双方である．本節では，頂上事象と頂上事象

の直下に位置する中間事象の構成について述べる． 
 図 1 より，可搬ポンプによる初期消火は，火災現場へ
の到達，消火用資機材の使用が可能，水利の使用が可能

であること全てが成り立つ時に実現できるといえるため，

失敗の頂上事象は直下の失敗事象の OR ゲートで結んで
いる．図 2 より，火災現場へは，正しい情報が入ること
に加え，地区の防災拠点，住民から消火班員への情報伝

達，消火班員の携帯電話などが使用できることのいずれ

かが必要であると推察され,「誤った情報が入る」または
(OR ゲート)，「地区の防災拠点から情報が入らない」・
「住民が消火担当者に情報を就てることができない」・

「報告・連絡手段が使用できない」のすべてが成り立つ

時(AND ゲート)に実現するといえる．図 3 より，資機材
の使用は，ホースと可搬ポンプの双方が使用でき，かつ，

防災倉庫から道具を搬出できることが必要であるといえ

るため，OR ゲートで結びつく．図 4 より，消防水利の
使用は，水利の場所を知っていること，地震災害時に防

火水槽が使用できることの双方，消防水利の代わりとな

る水利があれば使用できると推察される．よって，「代

わりの水利がない」かつ(AND ゲート)，「水利の場所が
分からない」または「防火水槽が使用できない」のどち

らか一方(OR ゲート)が成立した時に水利が使用できない
といえる． 
 図 5より，消火器での消火に成功する，または，出火
防止策をとることができるとき，自宅での初期消火・火

災抑止は成功すると推察される．よって，「消火器で消

火できない」，「出火防止策をとることができない」の

双方が成立した時に，自宅での初期消火・火災抑止に失

敗するといえるため，AND記号で結合する． 
 消火器を用いた初期消火は，消火器が手元にある，消

火器が機能する，正しい方法で消火器を使用できる，消

火器を使用できる人がいる，出火場所に到達できる全て

が成り立つ時に実現できると推察される．よって，「消

火器が手元にない」，「消火器が故障していた」，「消

火器が故障していた」，「消火器を使用する人がいな

い」，「出火場所に到達できない」のいずれかが発生し

た場合，消火器を用いた消火はできないといえるため，

OR記号で結合する． 
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図 2 可搬ポンプによる初期消火に失敗 火災現場に到達できない以降の FT図 

可搬ポンプによる初期消火失敗
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図 1 可搬ポンプによる初期消火失敗 
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図 3 可搬ポンプによる初期消火に失敗 資機材が使用できない以降の FT図 
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図 4 可搬ポンプによる初期消火に失敗 水利が使用できない以降の FT図 

　

自宅での火災抑止・初期消火失敗
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図 5 「自宅での火災抑止・初期消火に失敗」を対象とした FT図 
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図 6 「救助資機材による救助の失敗」を対象とした FT図 

（▲，×は図 2の▲，×枠部分それぞれ，●は図 3の●枠部分に対応） 
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 出火防止策は，自主防災組織から住民に啓発があるこ

と，または，住民が避難時にブレーカーを落とす，日常

生活で火気器具のそばに燃えやすいものを置かないこと

の双方が成り立つ場合に，出火防止策をとることができ

ると推測される．よって，「避難の際にブレーカーを落

とすことができない」，「日常生活で，燃えやすいもの

のそばに物を置いている」のいずれかが成り立つ時に実

現する(OR 記号)，かつ，「自主防災組織による啓発がな
い」とき，出火防止策をとることができないと考え，

AND 記号で結合する．本研究では，自主防災組織による
啓発によって対策が実現されるといった，対策実現の要

因については考慮していないため，今後の課題としたい． 
 図 6より，救助資機材による救助は，資機材を災害時
に使用できる，救助現場に到達できることのすべてが成

立するときに，救助成功と推察される．よって，「資機

材が使用できない」，「現場に到達できない」のいずれ

かが成り立つとき(OR記号)，救助用の資機材を用いた救
助はできないといえる．救助用資機材の使用は，防災倉

庫に用意しているか，地区の中に代用品があることに加

え，使用方法を知っている・他の現場に持ち出していな

い・防災倉庫から取り出すことができる・救助活動に携

わる人がいることのすべてが成り立つ時に使用できると

推測される．よって，「防災倉庫から取り出すことがで

きない」，「救助活動に携わる人がいない」，「使用方

法を知らない」，「他の現場に持ち出し済である」のい

ずれか(OR記号)と，「地区の中に代用品がない」・「防
災倉庫に用意していない」のすべてが成り立つ時に実現

できないことから，AND記号で結合される． 
 救助現場に到達するためには，地区の中に通報者がい

る，傷病者を発見できる，地区の防災本部から情報が入

る，救助班員の報告・連絡手段が使用できることのいず

れかが成り立つ時に実現できるといえる．このことから，

「通報者がいない」，「傷病者を発見できない」，「地

区本部から情報が入らない」，「報告・連絡手段が使用

できない」のすべてが成り立つとき(AND 記号)，現場に
到達できないといえる． 
 
 
４．東京都A区a町会の防災活動・対策の実態評価 
 
 本章では，本研究での地域防災活動の評価対象である，

東京都 A区 a町会での防災活動の実態調査の概要と調査
項目を論じる． 
 以下，a 町会の概要について説明する．A 区役所の統
計 27)によると，平成 31 年 4 月 1 日現在，人口 1769 人
(995 世帯)である．a町会の地区防災計画 28)によると，町

会の高齢化率は 32％である．東京都の第 8回地域危険度
調査 29)によると，a 町会は，火災危険度，建物倒壊危険
度ともにランク 5 である．木造密集地域であることから，
首都直下地震が発生した場合には，建物倒壊と火災によ

る延焼が懸念される． 
 
(1) 実施概要 
 アンケート調査の概要及び配布・回収の状況を表 3 に
示す．本調査は a 町会の自主防災組織の役員と，調査時
点で実施した自主防災組織の役員以外の a 町会に住む全
世帯代表者を対象に，町会の協力のもと配布した． 
 
(2) 調査項目 
a)  防災対策の実施状況 

 地震による火災を対象とし，「家庭用消火器」，「住

宅用火災警報器」の設置状況など，自宅での防災対策の

実施状況について調査した(表 4)． 
b)  防災資源の認知状況 
 FT 図を作成した対応活動に関連するものとして，a 町
会内の街頭消火器，防火水槽，消火栓，防災倉庫，病

院・医院，避難行動要支援者，災害時の地区の防災本部

の認知状況について調査した．街頭消火器，防火水槽，

消火栓，避難行動要支援者は，回答者の自宅周辺，防災

倉庫，病院・医院は，a 町会内での認知状況を想定して
調査を実施した． 
c)  資機材の操作・訓練経験 
 本研究で対象とする活動のうち，消火器の操作方法の

把握状況と，防災訓練における消火器，可搬ポンプ，ス

タンドパイプそれぞれの訓練経験について調査した． 
d)  町会の防災対策内容・活動充実度 
 初期消火や応急救護活動，災害時の自治会の防災活動

の実現に関する防災対策や活動内容について，現状の充

実度について，“充実していない”から“充実している”

までの 5段階評価で自己評価した(表 5)． 
 

表 3 アンケート調査概要 

対象地・ 

対象者 

東京都 A区 a町会 住民 800世帯(世帯代表)， 
役員 67人・計 867人 

調査期間 平成 30年 12月 10日～12月 25日 

配布方法 
町会長等の協力の下， 
各部会長経由で全世帯に配布 

回収方法 返信用封筒による郵送 
回収数(率) 91／867 （10.9％）  
 

表 4 自宅での防災対策に関する調査項目 

家庭用消火器の設置 
家庭用消火器の圧力・有効期限確認 
住宅用火災警報器設置 
住宅用火災警報器の電池確認・交換 
燃えやすいものを火気器具近くに置いていない 

 
表 5 防災対策内容・活動充実度調査項目 
初期消火・応急救護資機材の整備 
防災訓練 
病院・福祉施設との連携 
避難行動要支援者の把握 
地震災害時の避難行動要支援者の支援体制 
防災・防火への啓発 
可搬ポンプ燃料交換・管理体制※1 
消火栓・防火水槽開け方講習※1 
ホース修繕※1 
地区の防災本部設置訓練※1 
災害時の情報伝達訓練※1 
街頭消火器の点検，確認※1 
防災倉庫の整理整頓※1 
※1:役員のみに調査した項目 

 
e) 地震災害時の対応活動自信度 
 地震災害時に実施する初期消火・応急救護の活動及び

活動実現に必要な対応活動に関する現状の自信度を，

“自信がない”から“自信がある”までの 5段階で自己
評価した．これらは，班内で実施する「安否確認」や

「情報伝達」，「消火活動」，「救護活動」，「地区の

防災本部の設営」，「他の住民の協力」などを対象とす
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6 

る(表 6)． 
 時間帯別の町会活動の協力度は，髙橋ら30)の調査を簡

略化し，1日24時間を6時間刻みで分割した各時間帯の協
力度を平日・休日の双方で調査した．また，a町会の中で
も道具の備蓄状況に差がある可能性を考慮し，地区の中

で代用品が手に入る場合も含めて，役員の資機材の操作

と活動の自信度を評価した．なお，本研究では防災対策

の充実度と活動自信度を主観的な自己評価で実施してい

る点に留意する必要がある．より客観的な評価とするこ

とについては，今後の課題である． 
 
 
５．アンケート調査による防災対策状況と自己評価 

 

 本章では，a 町会で実施したアンケート調査に関して，
防災対策の実施状況と防災資源の認知状況の結果と，役

員・住民間における防災対策内容・活動充実度，対応活

動の自信度の評価傾向を比較を論じる． 
 
(1) 防災対策の実施状況 
 図 7 は自宅での防災対策の実施状況を示す．自宅での
防災対策の実施状況では，実施率が高い項目は，「火気

器具のそばに燃えやすいものを置いていない」と「住宅

用火災警報器の設置」である．一方，メンテナンスに関

する項目は実施率が低い．機器を設置したことに満足し

てしまい，有効期限の確認やメンテナンスを怠る人が多

いためではないかと推察されるため，設置後のメンテナ

ンスの必要性についても，住民に周知をする必要がある

といえる． 
 
(2) 防災資源の認知状況 
 図 8 は，防災資源の認知状況を示したものである．認
知率が高い項目は，町会内の病院・医院が 9 割，街頭消
火器と防災倉庫が 7 割を超えている．一方で，防火水槽
や消火栓の認知率は 6 割に留まる．住民が比較的目につ
きやすい項目ほど認知率が高いと推測される．一方，防

火水槽や消火栓については，a 町会の地区防災計画 28)に

よると，町会の中でも，設置場所に偏りが見られること

から，他の防災資源と比較して認知率が低くなったと推

察される．災害時には役員以外の住民であっても，自主

防災組織の役員に対して，消火栓・防火水槽の場所を伝

えることは可能であると考えられる．このことから，住

民に対し消火栓・防火水槽の設置場所の地図の周知だけ

ではなく，目につきやすい場所に置くといった啓発の工

夫が必要だといえる． 
 
(3) 役員・住民間の比較 
 自主防災組織の役員と，役員以外の住民の間での評価

傾向の差を明らかにすることを目的に，属性別の平均の

差をｔ検定によって検証を行った．アンケート調査では，

現状の防災対策・活動の充実度，災害時の活動自信度を

それぞれ“充実していない”～“充実している”および

“自信がある”から“自信がない”までの 5 段階評価で
実施していることから，検証にあたり 1 点～5 点を与え，
間隔尺度化して実施した． 
a) 防災対策・活動の充実度 
 図 9 は，属性別の充実度を役員と一般住民に分けてそ
の平均値をレーダーチャートとして示したものである．

消火に関する項目と，町内会の医療機関・福祉施設との

連携，防火・防災啓発活動は，役員ほど平均点が高く， 

表 6 地震災害時の対応活動 調査項目 

平日・休日時間帯別の町会活動協力度 
避難行動要支援者の支援 
班内の情報収集，安否確認 
自主防災組織員や本部への被害情報の伝達 
消火栓・防火水槽の場所の伝達 
可搬ポンプ・スタンドパイプ初期消火活動 
簡易型担架の作成 
防災本部設置への協力 
他の住民への活動協力呼びかけ 
可搬ポンプ起動※1 
スタンドパイプの使用※1 
防火水槽・消火栓のふたを開ける※1 
人・車がホースを踏まないように 
注意呼びかけ※1 
トランシーバーによる情報伝達※1 
応急救護資機材の操作※1 
※1:役員のみに調査した項目 

 

 

 
 

 
図 9 属性別・充実度平均比較レーダーチャート・ 

ｔ検定結果 
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実施していることから，検証にあたり 1 点～5 点を与え，
間隔尺度化して実施した． 
a) 防災対策・活動の充実度 
 図 9 は，属性別の充実度を役員と一般住民に分けてそ
の平均値をレーダーチャートとして示したものである．

消火に関する項目と，町内会の医療機関・福祉施設との

連携，防火・防災啓発活動は，役員ほど平均点が高く， 

表 6 地震災害時の対応活動 調査項目 

平日・休日時間帯別の町会活動協力度 
避難行動要支援者の支援 
班内の情報収集，安否確認 
自主防災組織員や本部への被害情報の伝達 
消火栓・防火水槽の場所の伝達 
可搬ポンプ・スタンドパイプ初期消火活動 
簡易型担架の作成 
防災本部設置への協力 
他の住民への活動協力呼びかけ 
可搬ポンプ起動※1 
スタンドパイプの使用※1 
防火水槽・消火栓のふたを開ける※1 
人・車がホースを踏まないように 
注意呼びかけ※1 
トランシーバーによる情報伝達※1 
応急救護資機材の操作※1 
※1:役員のみに調査した項目 

 

 

 
 

 
図 9 属性別・充実度平均比較レーダーチャート・ 

ｔ検定結果 
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(1)消火用資機材の整備

(p<0.05**)

(2)応急救護資機材整備

(p=0.931)

(3)可搬ポンプ初期消火訓練

(p<0.05**)

(4)スタンドパイプ初期消火訓練

(p<0.05**)

(5)避難行動要支援者支援訓練

(p=0.677)

(6)消火器初期消火訓練

(p=0.01**)

(7)応急救護訓練

(p<0.05**)

(8)けが人搬送訓練

(p=0.854)

(9)町内会医療機関・福祉施設連携

(p<0.05**)

(10)避難行動要支援者の把握

(p=0.932)

(11)避難行動要支援者支援体制づ

くり

(p=0.597)

(12)防火・防災啓発活動

(p<0.01***)
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(4)住宅用火災警報器の設置

(N=85)

(3)家庭用消火器・消火剤の

有効期限確認(N=79)

(2)家庭用消火器・消火剤の
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(1)家庭用消火器・消火剤の設置

(N=87)
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(4)防災倉庫
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(3)消火栓

N=86

(2)防火水槽

N=83

(1)街頭消火器

N=87

知っている 知らない

図 7 自宅での防災対策 実施状況 

図 8 防災資源の認知状況 

7 

平均点が 3 を上回っている．一方，応急救護資機材の整
備，応急救護訓練，避難行動要支援者の支援訓練，避難

行動要支援者の支援体制の構築，避難行動要支援者の支

援体制づくりは他と比べて評価が低い．このことから，a
町会では，評価が低い応急救護に関する活動や避難行動

要支援者に関する活動を実施する必要があることが示唆

される． 
 一方で，平均点が 3 を上回った消火や医療機関連携，
防火・防災啓発活動に注目すると，住民と比較して，役

員の方が評価が高いことが分かる．これは，役員は防災

活動に積極的に取り組んでいることや，役員以外の住民

が現在実施している防災活動にあまり関心がないことが

推測される．このことから，町会の防災活動について，

役員以外の住民に対する広報活動を充実することが必要

であると示唆される． 
 
b)  自治会活動の自信度 
 属性別の災害時活動自信度を役員と一般住民に分けて

その平均値をレーダーチャートとして示したものが図 10
である．災害時の活動自信度を見ると，すべての項目に

おいて，住民よりも役員の方が評価は高い．地震災害時

に役員は地域防災のリーダー役を果たすことから，役員

の地域防災に対する強い使命感があることがうかがえる．

役員以外の住民の平均を見ると，「お年寄りや体の不自

由な人を助ける」，「防災部・班員に班内の被害情報を

伝える」が平均点が 3 を超える．これは，役員以外の住
民であっても，災害時に活動が比較的容易であると推察

される．したがって，役員以外の住民でも，可能な限り

協力する活動として提言できることが示唆された． 
 図 11 は属性別の消火・避難対応自信度について，役
員・一般住民別の平均値をレーダーチャートとして示し

た．消火・避難対応に着目した自信度では，役員の方が

住民と比較して評価が高い．消火器を用いた初期消火や

避難の際にブレーカーを落とすことについては，自主防

災組織の役員の方が防災知識に長けていることが推測さ

れる．一方，消火器による消火が困難な場合に火に立ち

向かうことに対しては，役員の平均が 3 を下回った．本
研究で設定した場面は，日常生活や防災訓練で経験する

ことがないため，役員でも評価が低くなったといえる．

そのため，自主防災組織の役員においても，地震災害時

の火災に可搬ポンプやスタンドパイプを用いた消火活動

の実施は困難であると示唆される．災害時の可搬ポンプ

やスタンドパイプを用いた消火活動では，消火活動の限

界や基準を定めて活動を実施する必要があるといえる． 
  
(4) 本章のまとめ 
 自宅での防災対策の実態を調査した結果，消火器・火

災警報器の点検実施率が他と比較して低いことが明らか

になった．これより，住民に対してメンテナンス面につ

いて啓発・周知を実施し，対策実施率を向上させる必要

があると示唆された．町会の防災資源では，住民にとっ

て比較的目に入りやすい防災資源ほど認知率が高いこと

が示唆された． 
 防災対策の充実度では，消火関連の活動と，町内会の

医療機関・福祉施設との連携，防火・防災啓発活動は，

役員ほど平均点が高く，応急救護，避難行動要支援者の

支援に関する活動は，評価が他と比べて低いことが明ら

かになった．また，充実度の評価が高い項目でも役員と

住民の評価に差があることが明らかになった． 
 災害時の活動自信度では，役員の方が住民と比較して

評価が高いこと，災害時に役員以外の住民でも協力でき

る活動の存在が示唆された．消火や避難の対応では，役

員の方が住民と比較して評価が高いものの，資機材を用

いた消火活動では，災害時に活動基準を設ける必要があ

ると示唆された． 
 

 
 

 
 
 
６．FTAによる活動パフォーマンス評価 
 
 災害時の自治会活動のパフォーマンスに着目して，地

域防災力を評価することを目的に，定量的 FTAを実施す
る．本節では，FTA の結果と考察を論じると共に，今後
の自治会の防災対策の充実に向けた一助を得る． 
 なお本研究における定量的 FTAの確率は，前章までの
アンケート結果から算出した，住民・役員の主観に基づ

いて想定される確率である． 
 
(1) 定量的 FTAにおける仮定の設定 
 本研究で実施する FTA では，a 町会役員へのヒアリン
グ等に基づき，①自主防災組織の役員は，防災訓練や講

習会の受講によって得られた知識及び技能だけで対応活

動にあたること，②災害当日に偶発的に発生する事態

（例：停電，断水，自主防災組織役員の人員不足，役員

以外の住民による活動支援）に対して，町会では臨機応

変に対応しないこと，③充実度は町会ないし自主防災組

織役員全体の充実度とすること，④自主防災組織の班構

成（消火班，救護班，避難行動要支援者支援班）は 8 人
一組で 1 つの活動に対応すること，⑤自治会の班構成は
10人/班，⑥組織活動に関する確率は独立である，と仮定
し，活動班員全員が失敗する確率として評価する．また，

地震は，アンケート調査で地震災害時に自治会活動に

“協力できない”と“協力できない場合が多い”と回答

1
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4

5

(1)お年寄りや体の不自由な人を助ける

(p=0.084(†))

(2)防災部・班員に班内の被害情報を伝える

(p<0.01***)

(3)防災部・班員に防火水槽や消火栓の場所を

伝える

(p<0.01***)

(4)道具を使ってけが人を助ける

(p<0.05**)

(5)病院・救護所へけが人を運ぶ

(p<0.01***)

(6)可搬ポンプを使った消火活動

(p<0.01***)

(7)スタンドパイプを使った初期消火

(p<0.01***)

(8)地区本部に被害情報を伝える

(p<0.01***)

(9)簡易型担架（毛布と物干しざお）の作成

(p=0.069(†))

(10)防災本部を設置する

(p<0.01***)

(11)班内で安否確認を行う

(p<0.01***)

(12)班内で被害情報を集める

(p<0.01***)

(13)他の住民に協力呼び掛ける

(p<0.01***)

住民 役員

1
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3

4

5

(1)消火器による初期消火

(p<0.01***)

(2)避難時のブレーカーオフ

(p<0.05**)

(3)消火器消火困難時、

火に立ち向かう

(p<0.01***)
住民 役員

図 10 属性別災害時活動自信 

 平均比較レーダーチャート・ｔ検定結果 

図 11 属性別消火・避難対応自信度 

平均レーダーチャート・ｔ検定結果 
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した人の割合が最も多い平日の午前 6 時～正午に発生し
たと仮定した(図 12,図 13)． 
 
(2) 基本事象等の確率算出 
 本分析で使用する確率は，実施率，認知率・経験率，

自信度，充実度，未展開事象の大きく 5 つのカテゴリー
に分類される．以下，各確率について概説する． 
a)  実施率に基づく確率 
 前章までのアンケート調査で，自宅での防災対策の実

施状況を調査している．本 FTAでは，アンケート調査で，
回答した住民全体のうち，対策を実施していないと回答

した住民の割合を，実施率に関する失敗確率と定義する． 
b)  認知率・経験率に基づく確率 
 前章までのアンケート調査で，町内会の防災資源や避

難行動要支援者等の把握状況，防災訓練における資機材

の操作経験を調査している．本アンケート調査で，防災

資源や避難行動要支援者を把握していないと回答した人

の割合，資機材の操作を経験したことがないと回答した

人の割合を，それぞれ認知率，経験率に関する失敗確率

と定義する． 
c) 自信度に基づく確率 
 アンケート調査で，災害時の防災活動に関する自信度

を調査している．各活動の自信度の回答について，表 7
に示す 5段階評価の各選択肢に 0.25刻みで確率を付与す
る．活動ごとに平均値を算出し，自信度に関する失敗確

率を算出した．失敗確率の算出式を[1]に示す． 
 

𝐹𝐹𝑗𝑗 =
∑ 𝑓𝑓𝑗𝑗𝑗𝑗𝑁𝑁
𝑖𝑖=1
𝑁𝑁  

[1] 
𝑁𝑁：回答者数 
𝑓𝑓𝑗𝑗𝑗𝑗：ある回答者 iの活動 jに対する失敗確率 
 

d) 充実度に基づく確率 
 アンケート調査で，町会の防災対策の充実度を調査し

ている．各防災対策について，充実度の回答に応じ，表

8 に示す 5 段階評価の各選択肢に充実得点を与え，回答
者全員が満点評価した場合に占める充実得点の割合を 1
から差し引くことで算出した，非充実確率を失敗確率と

定義する(算出式[2]参照)． 
 

𝑬𝑬𝒋𝒋 = 𝟏𝟏 −
∑ 𝑺𝑺𝒋𝒋𝒋𝒋𝑵𝑵
𝒊𝒊=𝟏𝟏
𝟒𝟒𝟒𝟒  

[2] 
𝐸𝐸𝑗𝑗：項目 jに関する非充実確率，𝑆𝑆𝑗𝑗𝑗𝑗：回答者 iの項目 jに
対する得点，𝑁𝑁：回答者数 
 
e) 未展開事象 
 未展開事象は，停電や断水など，災害時に起こる偶発

的な事象をさす．停電率や断水率等については，被害想

定や既往研究 17)18)19)31)32)33)に基づき設定した．「傷病者

を発見できない」，「情報を伝える人が地区にいない」

など，文献から設定が困難な確率は，町会役員へのヒア

リング結果や FTAの事象分岐数 (例：事象分岐が 3個の
時は 0.33，5 個の時は 0.2) から便宜的に失敗確率を設定
した． 
 
(3) 定量的 FTA結果 
 本節では，FTAを実施した結果を考察し，今後の防災
対策の充実に向けた提言を論じる． 

 一例として，自宅での初期消火・火災抑止と，救助資

機材を用いた救助活動に対する評価結果を述べる．評価

結果を図14，図15，それぞれの頂上事象に対する未展開
事象の失敗確率を表9，表10に示す． 
 

 
 

 
 

表 7 自信度に付与する失敗確率 

 
 

表 8 充実度 回答に付与する失敗確率 

 
 
表 9 自宅での初期消火・火災抑止 未展開事象失敗確率 

事象名 失敗確率 

すでに(消火器を)他の現場に持ち出していた 0.0(1) 
無人である 0.025(2) 
怪我をした 0.004(2) 
避難した 0.025(2) 
火の勢いが強すぎるため 0.266(2) 
分かりにくい場所で火災が起きた 0.122(2) 

 
a) 自宅での初期消火・火災抑止 
 「自宅での火災抑止・初期消火に失敗」の失敗確率は，

選択肢番号 選択肢 仮定失敗確率
1 協力(操作)できる自信はない 1.0
2 協力(操作)できる自信はあまりない 0.75
3 どちらともいえない 0.5
4 協力(操作)できる自信はある程度ある 0.25
5 協力(操作)できる自信はある 0.0

選択肢番号 選択肢 充実得点
1 充実していない 4
2 あまり充実していない 3
3 どちらともいえない 2
4 ある程度充実している 1
5 充実している 0

14 13 12 7

17 23
18

11

18
19

18

21

20
23

29
35

17
7 10 14

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平日午前0時～6時

(N=86)

平日午前6時～正午

(N=85)

平日正午～午後6時

(N=87)

平日午後6時～午前0時

(N=88)

協力は困難である どちらかといえば協力は困難である
どちらともいえない 協力できる場合が多い
協力できる

14 9 8 8

13
9 7 9

18
20

15 16

22 32
37 36

18 15 18 17

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

休日午前0時～6時

(N=85)

休日午前6時～正午

(N=85)

休日正午～午後6時

(N=87)

休日午後6時～午前0時

(N=86)

協力は困難である どちらかといえば協力は困難である
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図 12 平日・時間帯別の自治会活動協力可能性 

回答結果 

図 13 休日・時間帯別の自治会活動協力可能性 

回答結果 
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した人の割合が最も多い平日の午前 6 時～正午に発生し
たと仮定した(図 12,図 13)． 
 
(2) 基本事象等の確率算出 
 本分析で使用する確率は，実施率，認知率・経験率，

自信度，充実度，未展開事象の大きく 5 つのカテゴリー
に分類される．以下，各確率について概説する． 
a)  実施率に基づく確率 
 前章までのアンケート調査で，自宅での防災対策の実

施状況を調査している．本 FTAでは，アンケート調査で，
回答した住民全体のうち，対策を実施していないと回答

した住民の割合を，実施率に関する失敗確率と定義する． 
b)  認知率・経験率に基づく確率 
 前章までのアンケート調査で，町内会の防災資源や避

難行動要支援者等の把握状況，防災訓練における資機材

の操作経験を調査している．本アンケート調査で，防災

資源や避難行動要支援者を把握していないと回答した人

の割合，資機材の操作を経験したことがないと回答した

人の割合を，それぞれ認知率，経験率に関する失敗確率

と定義する． 
c) 自信度に基づく確率 
 アンケート調査で，災害時の防災活動に関する自信度

を調査している．各活動の自信度の回答について，表 7
に示す 5段階評価の各選択肢に 0.25刻みで確率を付与す
る．活動ごとに平均値を算出し，自信度に関する失敗確

率を算出した．失敗確率の算出式を[1]に示す． 
 

𝐹𝐹𝑗𝑗 =
∑ 𝑓𝑓𝑗𝑗𝑗𝑗𝑁𝑁
𝑖𝑖=1
𝑁𝑁  

[1] 
𝑁𝑁：回答者数 
𝑓𝑓𝑗𝑗𝑗𝑗：ある回答者 iの活動 jに対する失敗確率 
 

d) 充実度に基づく確率 
 アンケート調査で，町会の防災対策の充実度を調査し

ている．各防災対策について，充実度の回答に応じ，表

8 に示す 5 段階評価の各選択肢に充実得点を与え，回答
者全員が満点評価した場合に占める充実得点の割合を 1
から差し引くことで算出した，非充実確率を失敗確率と

定義する(算出式[2]参照)． 
 

𝑬𝑬𝒋𝒋 = 𝟏𝟏 −
∑ 𝑺𝑺𝒋𝒋𝒋𝒋𝑵𝑵
𝒊𝒊=𝟏𝟏
𝟒𝟒𝟒𝟒  

[2] 
𝐸𝐸𝑗𝑗：項目 jに関する非充実確率，𝑆𝑆𝑗𝑗𝑗𝑗：回答者 iの項目 jに
対する得点，𝑁𝑁：回答者数 
 
e) 未展開事象 
 未展開事象は，停電や断水など，災害時に起こる偶発

的な事象をさす．停電率や断水率等については，被害想

定や既往研究 17)18)19)31)32)33)に基づき設定した．「傷病者

を発見できない」，「情報を伝える人が地区にいない」

など，文献から設定が困難な確率は，町会役員へのヒア

リング結果や FTAの事象分岐数 (例：事象分岐が 3個の
時は 0.33，5 個の時は 0.2) から便宜的に失敗確率を設定
した． 
 
(3) 定量的 FTA結果 
 本節では，FTAを実施した結果を考察し，今後の防災
対策の充実に向けた提言を論じる． 

 一例として，自宅での初期消火・火災抑止と，救助資

機材を用いた救助活動に対する評価結果を述べる．評価

結果を図14，図15，それぞれの頂上事象に対する未展開
事象の失敗確率を表9，表10に示す． 
 

 
 

 
 

表 7 自信度に付与する失敗確率 

 
 

表 8 充実度 回答に付与する失敗確率 

 
 
表 9 自宅での初期消火・火災抑止 未展開事象失敗確率 

事象名 失敗確率 

すでに(消火器を)他の現場に持ち出していた 0.0(1) 
無人である 0.025(2) 
怪我をした 0.004(2) 
避難した 0.025(2) 
火の勢いが強すぎるため 0.266(2) 
分かりにくい場所で火災が起きた 0.122(2) 

 
a) 自宅での初期消火・火災抑止 
 「自宅での火災抑止・初期消火に失敗」の失敗確率は，

選択肢番号 選択肢 仮定失敗確率
1 協力(操作)できる自信はない 1.0
2 協力(操作)できる自信はあまりない 0.75
3 どちらともいえない 0.5
4 協力(操作)できる自信はある程度ある 0.25
5 協力(操作)できる自信はある 0.0

選択肢番号 選択肢 充実得点
1 充実していない 4
2 あまり充実していない 3
3 どちらともいえない 2
4 ある程度充実している 1
5 充実している 0
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図 12 平日・時間帯別の自治会活動協力可能性 

回答結果 

図 13 休日・時間帯別の自治会活動協力可能性 

回答結果 
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0.257である．ブロック A「消火器で消火できなかった」
の失敗確率は 0.938 と高い．詳細を見ると，「消火器が
故障していた」が 0.917，「消火器の使用方法を誤る」が
0.609と高い． 
 アンケート調査で，消火器の圧力の確認，消火薬剤の

有効期限を確認している住民の割合が小さいことから，

消火器設置後のメンテンナンスの重要性について自主防

災組織が，一層啓発する必要があるといえる． 
 「消火器の使用方法を誤る」では，当日の操作ミスの

失敗確率が高い(0.567)．アンケート調査では，8 割近く
の住民が消火器の正しい使い方を知っていると回答して

いる一方で，地震災害当日の初期消火について「自信は

ある」・「ある程度自信はある」と回答した人の割合は

4 割を下回る．このことから，火を目の前にして，現段
階で，住民は対応することが難しいと推測される．防災

訓練では，消火器の初期消火において，住民の自信度を

高めるような訓練内容にする必要があるといえる． 
b) 救助資機材による救助の失敗 
 救助資機材による救助の失敗確率は，0.0266である．
内訳を見ると，「救助資機材が使用できない」は0.0266，
「現場に到達できない」が0.000である． 
 ヒアリング調査で，a町会は救助資機材を備蓄していな
いものの，地震災害時に資機材の借用を想定しているこ

と，アンケート調査で地区内に代用品があるとして自信

度を評価したことから，活動の実現可能性が高いといえ

る．このことから，町会では，活動実現につながるよう

な代用品の所持状況を把握することが有効だといえる． 
 本研究では，実際の地震災害時の被災状況を考慮して

評価を実施していない．現場への到達の失敗確率は，前

述したように個々の班員の失敗確率が独立であり10人全
員が失敗する確率として算出しているため，数字的には

ほぼ0と見なして良い値となった．地震災害時には建物倒
壊や道路閉塞により，住民が被害状況を伝達する意思が

あっても，現場に到達できないことが考えられる．失敗

確率が低い事象でも，災害時には住民全体で傷病者の確

認や救助活動を行う必要があると言えよう． 
 

表 10 救助資機材による救助の失敗 

未展開事象失敗確率 

事象名 失敗確率 

救助担当者が被災した 0(1) 

他の現場に持ち出し済み 0(1) 

代用品がない 0.4(3)(4) 

防災倉庫に備蓄していない 0.5(3)(4) 

情報を伝える人が地区にいない 0.33(5) 

情報を伝える人が被災した 0.33(5) 

傷病者を発見できない 0.25(5) 

地震動で倉庫が散乱した 0.315(6) 

倉庫が地震動で被害を受けた 0(6) 

(防災倉庫の鍵を)地震動で紛失した 0.33(5) 

倉庫開錠者が被災した 0(1) 

倉庫開錠者が地震時に地区外にいた 0.125(7) 

倉庫開錠者を決めていない 0(3) 

地区の防災拠点が使用できない 0.069(8) 

拠点設営者が被災した 0(1) 

班員が被災した 0(1) 

地震時に地区外にいた 0.002(7) 

班員が情報収集役と認識していない 0.2(5) 

班員・まとめ役が情報を収集中だ 0.135(5) 

(報告・連絡手段が)故障した 0(4) 

当日のヒューマンエラー 0(54) 

停電のため(報告・連絡手段が使用できない) 0(1) 

(報告・連絡手段を)当日持ち忘れる 0.166(5) 

 
 

すでに別の
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0 0.181

街頭消火器の
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ご自宅に
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0.287 0.391

0.2 0.61

火災警報器
作動しない

わかりにくい
場所で火災発生

0.688 0.122
△OR

火災警報器を
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0.004 0.025 0.084 0.266
▲ＡＮＤ ▲AND
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圧力不足

消火薬剤の
有効期限切れ

防災訓練での
経験がない

当日の操作ミス 無人である

0.112 0.917 0.047 0.053 0.328
△OR △OR ▲AND △OR △OR

ブロックA
消火器で

消火できなかった
0.934
△OR

消火器が
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0.449 0.6124
△ＯＲ
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図 14 自宅での火災抑止・初期消火失敗の定量的 FTA実施結果 

△OR合計
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ない
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0.133 0.4 0.5
△OR
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た
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図 15 救助資機材による救助の失敗の定量的 FTA実施結果 
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７．結論と今後の課題 
 

(1) 本研究の結論 
 本研究では，東京都 A区 a町会の住民を対象にアンケ
ート調査を実施し，以下の項目を明らかにした． 
a) 防災対策の実施状況 
 家庭用消火器や火災警報器の備蓄，火気器具のそばに

燃えやすいものを置かない対策の実施率は高い一方，消

火器・火災警報器のメンテナンスに関する項目の実施率

が低いことが明らかになった．資機材設置後のメンテナ

ンスの必要性について，住民に周知する必要があること

が示唆された． 
b) 防災資源の認知状況 
 防災倉庫や病院・医院など，住民の比較的目につきや

すい項目ほど，住民の認知率が高い一方で，防火水槽や

消火栓については他と比較して認知率が低いことが明ら

かになった．このため，消火栓・防火水槽の場所につい

て啓発を充実させる必要があることが示唆された． 
c) 役員・住民間の評価比較 
 防災対策の充実度では，消火関係の項目，医療機関・

福祉施設の連携，防火防災活動は役員ほど評価が高い．

応急救護や避難行動要支援者関連の項目は，評価が他と

比べて低い．評価が低い応急救護に関する活動や避難行

動要支援者に関する活動を実施する必要があることが示

唆される．また，評価が高い項目でも，住民と比較して，

役員の方が評価が高いことが言える．このことから，町

会の防災活動について，役員以外の住民に対する広報活

動を充実することが必要であるといえる． 
 災害時の活動自信度では，住民よりも役員の方が評価

は高く，役員の地域防災に対する強い使命感があること

がうかがえた．役員以外の住民でも，災害時に比較的容

易な活動の実現可能性があることが明らかになった．し

たがって，役員以外の住民でも，可能な限り協力する活

動として提言できることが示唆された． 
 消火・避難対応に着目した自信度では．消火器による

消火が困難な場合に火に立ち向かうことに対しては，役 
員の評価が低いことが明らかになり，消火活動の限界や

基準を定めて活動を実施する必要があることが明らかに

なった． 
d) 災害対応活動パフォーマンス評価 
 主観確率に基づく定量的 FTAを実施し，災害対応活動
の実現可能性評価を実施した．これにより，今後の自治

会で実施すべき防災対策に関する示唆を得ることができ

た．ただし，本研究の「定量的 FTA実施結果」で示され
ている確率は，災害や事故に基づく失敗確率でなく，住

民の主観に基づく想定確率であることに留意し，実際の

自治会・町会への適用については，慎重な姿勢が必要と

考える． 
 消火器による初期消火に関しては，消火器のメンテナ

ンス面の啓発に加え，操作方法を誤ることに関する失敗

確率が高いことから，住民の対応自信度を高める訓練を

実施する必要があることが示唆された． 
 救助資機材におる救助では，代用品を考慮を仮定し分

析したことから，活動の実現可能性が高いことが明らか

になった．自治会で備蓄しているもの以外の資機材で住

民が代用が可能な資機材の所持状況を把握する必要があ

ることが示唆された． 
 
(2) 今後の課題 
 本研究では，役員の防災訓練や講習会などで学んだス

キルのみで対応することを想定して FTAを実施した．災
害時には，自治体や学校教育などの防災知識で対応でき

る可能性があること，自主防災組織の消火班の役員が救

護活動に従事することも考えられる．また，役員以外の

住民でも，消防 OB や土木関係の業務に携わった経験の
ある住民の存在などにより，対応活動が円滑に進むこと

が推測される．このことから，自主防災組織以外の知

識・技能，役員以外の住民のフォローなど，災害時の臨

機応変な対応を想定した対応活動評価を行う必要がある

といえる． 
 地震災害時，複数個所での住宅火災や救護活動が発生

すると見込まれる．複数個所で，同時多発的に対応活動

を行うこととなった場合，自主防災組織の対応活動には

限界があると推測される．しかしながら，同時多発的な

被害に対応することを見込んだ評価を実施することで，

より実際の災害現場を想定した評価を実現できると考え

られる． 
 また，本研究は，地区防災計画を策定した１つの自治

会を対象に，災害時の自治会活動の実現可能性を評価し

たが，地区防災計画策定の自治会と未策定の自治会を比

較することによって，地域性に加え，地区防災計画の果

たす意義をより明確に考察できると考える．今後の課題

としたい． 
 さらに，本研究で使用した住民の主観に基づく想定確

率に代わるより信頼性の高い基本事象確率の算定手法を

開発することも重要な課題である． 
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補注 

 
(1) 本研究では，他の現場に資機材を持ち出すこと，被災，停電
を考慮していないため，便宜的に設定した． 

(2) 小林(1984)17)より設定した． 
(3) a 町会の役員へのヒアリング調査の結果から便宜的に設定し
た 

(4) 本研究の調査では，a 町会内で代用品が使用できると仮定し
ている．代用品の有無は岡西ら(2000)33)の調査結果より，備

蓄状況はヒアリング調査から便宜的にそれぞれ設定した，報

告・連絡手段は，停電時でも携帯電話の使用が可能だと仮定

し，失敗確率を設定した． 
(5) FT図の事象分岐数から便宜的に設定した． 
(6) A区議会の報告資料 34)より，防災倉庫の設置基準を基に設定

した． 
(7) 本研究のアンケート調査結果を基に設定した． 
(8) A 区地域防災計画 31)より，地震による全壊建物棟数(10082
棟)を．東京消防庁市街地状況調査 35)A区建物数(145782 棟)で
除して算出した． 
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７．結論と今後の課題 
 

(1) 本研究の結論 
 本研究では，東京都 A区 a町会の住民を対象にアンケ
ート調査を実施し，以下の項目を明らかにした． 
a) 防災対策の実施状況 
 家庭用消火器や火災警報器の備蓄，火気器具のそばに

燃えやすいものを置かない対策の実施率は高い一方，消

火器・火災警報器のメンテナンスに関する項目の実施率

が低いことが明らかになった．資機材設置後のメンテナ

ンスの必要性について，住民に周知する必要があること

が示唆された． 
b) 防災資源の認知状況 
 防災倉庫や病院・医院など，住民の比較的目につきや

すい項目ほど，住民の認知率が高い一方で，防火水槽や

消火栓については他と比較して認知率が低いことが明ら

かになった．このため，消火栓・防火水槽の場所につい

て啓発を充実させる必要があることが示唆された． 
c) 役員・住民間の評価比較 
 防災対策の充実度では，消火関係の項目，医療機関・

福祉施設の連携，防火防災活動は役員ほど評価が高い．

応急救護や避難行動要支援者関連の項目は，評価が他と

比べて低い．評価が低い応急救護に関する活動や避難行

動要支援者に関する活動を実施する必要があることが示

唆される．また，評価が高い項目でも，住民と比較して，

役員の方が評価が高いことが言える．このことから，町

会の防災活動について，役員以外の住民に対する広報活

動を充実することが必要であるといえる． 
 災害時の活動自信度では，住民よりも役員の方が評価

は高く，役員の地域防災に対する強い使命感があること

がうかがえた．役員以外の住民でも，災害時に比較的容

易な活動の実現可能性があることが明らかになった．し

たがって，役員以外の住民でも，可能な限り協力する活

動として提言できることが示唆された． 
 消火・避難対応に着目した自信度では．消火器による

消火が困難な場合に火に立ち向かうことに対しては，役 
員の評価が低いことが明らかになり，消火活動の限界や

基準を定めて活動を実施する必要があることが明らかに

なった． 
d) 災害対応活動パフォーマンス評価 
 主観確率に基づく定量的 FTAを実施し，災害対応活動
の実現可能性評価を実施した．これにより，今後の自治

会で実施すべき防災対策に関する示唆を得ることができ

た．ただし，本研究の「定量的 FTA実施結果」で示され
ている確率は，災害や事故に基づく失敗確率でなく，住

民の主観に基づく想定確率であることに留意し，実際の

自治会・町会への適用については，慎重な姿勢が必要と

考える． 
 消火器による初期消火に関しては，消火器のメンテナ

ンス面の啓発に加え，操作方法を誤ることに関する失敗

確率が高いことから，住民の対応自信度を高める訓練を

実施する必要があることが示唆された． 
 救助資機材におる救助では，代用品を考慮を仮定し分

析したことから，活動の実現可能性が高いことが明らか

になった．自治会で備蓄しているもの以外の資機材で住

民が代用が可能な資機材の所持状況を把握する必要があ

ることが示唆された． 
 
(2) 今後の課題 
 本研究では，役員の防災訓練や講習会などで学んだス

キルのみで対応することを想定して FTAを実施した．災
害時には，自治体や学校教育などの防災知識で対応でき

る可能性があること，自主防災組織の消火班の役員が救

護活動に従事することも考えられる．また，役員以外の

住民でも，消防 OB や土木関係の業務に携わった経験の
ある住民の存在などにより，対応活動が円滑に進むこと

が推測される．このことから，自主防災組織以外の知

識・技能，役員以外の住民のフォローなど，災害時の臨

機応変な対応を想定した対応活動評価を行う必要がある

といえる． 
 地震災害時，複数個所での住宅火災や救護活動が発生

すると見込まれる．複数個所で，同時多発的に対応活動

を行うこととなった場合，自主防災組織の対応活動には

限界があると推測される．しかしながら，同時多発的な

被害に対応することを見込んだ評価を実施することで，

より実際の災害現場を想定した評価を実現できると考え

られる． 
 また，本研究は，地区防災計画を策定した１つの自治

会を対象に，災害時の自治会活動の実現可能性を評価し

たが，地区防災計画策定の自治会と未策定の自治会を比

較することによって，地域性に加え，地区防災計画の果

たす意義をより明確に考察できると考える．今後の課題

としたい． 
 さらに，本研究で使用した住民の主観に基づく想定確

率に代わるより信頼性の高い基本事象確率の算定手法を

開発することも重要な課題である． 
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(3) a 町会の役員へのヒアリング調査の結果から便宜的に設定し
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(4) 本研究の調査では，a 町会内で代用品が使用できると仮定し
ている．代用品の有無は岡西ら(2000)33)の調査結果より，備

蓄状況はヒアリング調査から便宜的にそれぞれ設定した，報

告・連絡手段は，停電時でも携帯電話の使用が可能だと仮定

し，失敗確率を設定した． 
(5) FT図の事象分岐数から便宜的に設定した． 
(6) A区議会の報告資料 34)より，防災倉庫の設置基準を基に設定
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ベトナムの洪水災害対策における レベルの大衆組織の役割

― 省の 川流域を事例として―
 

Roles of Vietnamese Mass Organizations at Commune Level in Flood Disaster Management 
A Case Study of Bo River Basin, Thua Thien Hue Province 

 
望月 聡之 1

Toshiyuki MOCHIZUKI1 
 
 

1 京都大学大大学院 地球環境学舎 環境マネジメント専攻 
Graduate School of Global Environmental Studies, Kyoto University 
 
 

The central region of Vietnam, where flood disasters occur frequently, has been evaluated as successful cases of 
several projects implemented by JICA, and mass organizations contribute to it. In this study, some interviews were 
conducted with several mass organizations of Huong Van commune and Huong Phong commune, locating along Bo 
river in Thua Thien Hue province. The results of this research revealed the following: (1) Mass organizations play 
important roles in community disaster management and are the key to self-help and co-help; (2) Mass organizations 
often cooperate with other organizations; and (3) Mass organizations adopt not only top-down approach but also bottom-
up approach. 
 
Keywords: Vietnam, flood disaster management, governance, mass organization 

 
 
１． はじめに
 

 研究の背景

本研究の目的は ベトナムの地域防災において大衆組織

が果たす役割について その詳細を明らかにするとともに

意義を論じることである 以下ではまず なぜ大衆組織に

注目するのか また そもそも大衆組織とは何かについて

説明する. 
地域防災における地域団体 

一般に,地域防災では NPO・NGO や地域団体（自治

会・町内会）の意義が指摘されている.ベトナム社会主義

人民共和国（以下,ベトナム）でも同様に,地域には日本

の町内会のような組織が存在し,一定の役割を果たしてい

る.ただ実はベトナムにおいてはそれだけではなく,大衆

組織（mass organization）と呼ばれる団体が類似の役割を

果たしているといわれている.大衆組織についての先行研

究は多いとは言えず実態はよくわかっていないものの,ベ
トナムの洪水防災において大衆組織は NPO・NGO や地

域団体よりも重要な役割を果たしている可能性がある. 
ベトナム大衆組織とは何か

ベトナムには,大衆組織と呼ばれる職業や社会的カテゴ

リーによって組織されたさまざまな団体が存在する.大衆

組織は,政府・共産党が決定した政策や法律を住民に周知

する草の根組織であると共に,住民の意見・要求を吸い上

げる機関でもある.中には国の省庁と対等以上の決定権を

有する組織もあり,ベトナム国内の中学校の教科書に記載

されるほど知名度も高い 1).大衆組織はベトナム憲法の第

9 条に位置づけが明記されており 2),伝統的に社会主義政

治システムに不可欠な構成要素の 1 つであると捉えられ

ている 3). 

ベトナム行政と大衆組織

ベトナムの行政構造は 4 層構造であり,第 1 層は中央政

府である.第 2 層は地方省(Province)または直轄市(City 
under direct authority of central government)で,今回の研究対

象である Thua Thien Hue 省は地方省に分類される.地方省

の下の第 3 層として県(Rural district),省直轄市(City under 
province)と市(Town)があり,フエ市は省直轄市であるが, 
Thua Thien Hue 省内には他に 9 つの県があり,そのうちの

1 つが Huong Tra District である.第 4 層として,県の下に町

(Town Under district) と 村 (Commune) が , 市 の 下 に 区

(Precinct)と村が,省直轄市の下に区と村が置かれている.今
回研究対象とする Huong Van Commune と Huong Phong 
Commune は,第 4 層に細分される.（図 1） 
 

 
図 ベトナム地方行政の構造

大衆組織も 4 層構造で存在している.大衆組織のうち,法
律により特別な権限と役割を与えられ,国家予算の配分を

受ける団体は,「政治・社会組織」と呼ばれ合計 6 団体あ

る 5)（表 1）.大衆組織は海外組織がプロジェクトを行う際

の連携先の窓口となることもあり, 本研究の対象地では




